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第３期「長沼町まち・ひと・しごと総合戦略」の策定について 

 

１ 総合戦略策定の趣旨 

急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、東

京圏への人口一極集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保するなど、地

方を活性化するための基本的な理念を定める「まち・ひと・しごと創生法（平成 26年

法律第 136号）」の趣旨を踏まえ、本町において人口減少を克服し、将来にわたって活

力ある地域社会を実現していくために、平成 27年 10月に「第１期長沼町まち・ひ

と・しごと総合戦略」を、令和２年３月には「第２期長沼町まち・ひと・しごと総合

戦略」を策定し、計画的に施策の展開を図ってきました。 

 令和６年度は、第２期総合戦略の最終年にあたることから、国や北海道の動向を勘

案しながら、これまでの地方創生の取り組みの成果や課題を調査・分析し、第２期の

総仕上げに取り組むとともに、令和７年度を初年度とする「第３期長沼町まち・ひ

と・しごと総合戦略」を策定します。 

 

２ 計画期間 

 第３期総合戦略の計画期間は、令和７年度（2025年度）から令和 11年度（2030年

度）までの５年間とします。 

 

３ 総合戦略策定にあたっての基本的な視点 

（１）国及び北海道の総合戦略との整合 

  まち・ひと・しごと創生法第９条及び第 10条に基づき、国が定める総合戦略及び

北海道が定める総合戦略を勘案して策定します。 

（２）第６期長沼町総合振興計画・後期計画との整合 

  総合戦略は、人口減少の克服と持続可能な地域づくりを目指す行動計画であり、

まちづくりの中核となる総合計画における「雇用の確保・安定」「定住促進」「子育

て支援」などの施策を抽出した性格を有することから、後期基本計画との整合を図

りながら策定します。

 

資料２ 
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（３）人口ビジョンとの整合 

  国立社会保障・人口問題研究所による過去３回の推計では、長沼町は各回とも前

回推計よりも少ない人口の推計となっています。 

  また、令和２年（2020年）に策定した第２期人口ビジョンでの各年推計値と住民

基本台帳による人口実績をみると、令和４年（2022年）以降は人口ビジョンより少

ない人口で推移しています。 

今回においても、第３期総合戦略の策定にあわせて人口ビジョンも見直すことと

し、今後は大きな乖離が見込まれる場合に改定を検討していくものとします。 

 

◆国立社会保障・人口問題研究所の推計データ（2013年・2018年・2023年公表値） 

 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

社人研推計 

（2013年） 
11,147 10,566 9,937 9,301 8,657 8,003 7,353 6,722 6,123 5,561 

社人研推計 

（2018年） 
11,076 10,401 9,686 8,949 8,196 7,421 6,642 5,898 5,194 4,539 

社人研推計 

（2023年） 
- 10,289 9,490 8,688 7,905 7,152 6,412 5,707 5,041 4,408 

（下線は国勢調査による実績値） 

◆第２期人口ビジョンと住基人口の年次別比較 

 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 

人口ビジョン 10,429 10,344 10,259 10,174 10,089 

住基人口 10,545 10,376 10,218 10,099 9,992 

（9月末日時点住民基本台帳データ） 

 

４ 第３期総合戦略の基本的な考え方 

 地方創生は息の長い取組みであり、第２期までに根付いた地方創生の意識や取組み

を令和７年度以降も継続する必要があるため、国が示す４つの基本目標の枠組みを維

持しつつ、十分に発現していない施策についてはさらなる充実を図るとともに、国の

新たな取組みなどの反映も検討します。 

 また、経済・社会の実態に関する分析を行い、確かな根拠に基づく政策立案の考え

方のもと、アウトカム指標を原則とした客観的な指標（ＫＰＩ）を設定し、ＰＤＣＡ

サイクルを確立します。 
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＜国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」＞ 

 

 

 

 

＜本町における４つの基本目標＞ 

 

 

 

 

 

５ 策定スケジュール 

 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

庁内   

 

 

    

広聴  

 

    

推進会議・ 

議会総務厚生

常任委員会 

 

 

 

    

 

【基本目標Ⅰ】安定した雇用の創出    【基本目標Ⅱ】新しい人の流れをつくる 

【基本目標Ⅲ】子ども・子育て支援の充実 【基本目標Ⅳ】安全・安心なくらしを守る 

 

政策推進課で素々案作成 庁内各課にて

素々案審議 

パブリック

コメント 

素案決定 決定 

推進会議 推進会議 推進会議 

常任委員会

総務厚生常

任委員会 


